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  1） 交通システムのサービスレベルの向上によって新しい交通需要は誘発されるのか？ 
  2） 複雑な生活行動の意思決定をどこまでモデル化できるのか？ 




















 本論文は，図 1-1に示すように 9章から構成される． 
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 また，Poeck and Zumkellerによって提案され，その後に Herz, Sparmann, Axhausenらにより発
展された German Approachモデル23）や，Kitamura and Kermanshah24），25）によって提案されたモ
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帯に 2枚ずつ合計 14,000枚を郵送で，湾岸線競合路線利用者の 10,500人に対して路側で手渡し
配付した．その結果，世帯に配布した 14,000 枚のうち 18.2%の 2,550 枚が，競合路線利用者に




































配布世帯（世帯） 4,450 3,776 3,489 3,170
回収世帯（世帯） 1,714 706 526 412
回収率　　　　　　　　　（回
収世帯/配布世帯）
38.5% 18.7% 15.1% 13.0%
一世帯あたりの個人票配
布枚数（枚） 2 4 4 4







 ここで，各Waveで実施されたダイアリー調査票を付録 1，付録2，付録 3，付録 4にそれぞ
れ示す．また，表 3-2には，各Waveにおける調査内容を示した． 











1． 記入量の多さに対する忌避感を軽減するために，回答用紙を見開き 1ページに収め，回答 
表 3-2 各Waveにおけるダイアリー調査の内容 
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質問項目 Wave 1 Wave 2 Wave 3 Wave 4
活動 場所（地理的位置） ○ ○ ○ ○
について場所（施設） ○ ○ ○ ○
内容 ○ ○ ○ ○
開始時刻 ○ ○ ○ ○
終了時刻 × ○ ○ ○
同伴者種類 × ○ ○ ○
場所の固定性*1 ○ ○ ○ ×
時間帯の固定性*2 ○ ○ ○ ×
活動実行の固定性*3 ○ × × ○
活動実行の予定性*4 ○ × × ×
活動の快適さ*5 ○ × × ×
活動実行の時間的余裕*6 ○ × × ×
同伴者を決定した時期*7 × × × ○
移動 交通機関 ○ ○ ○ ○
について出発時刻 ○ × × ×
到着時刻 × × × ×
移動時間 × × ○ ○
同伴者人数 ○ ○ ○ ○








*7 「その方といることをいつ決めましたか？」と各活動について質問  
 
 の具体例を添付して，回答者が具体例を見ながらより容易に回答できるものとした． 
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 η η ζ= + +B1 1 1Γ x   (4-1) 
 y
























































B1, Γ1, Λy ：未知パラメータ行列 










なお B1については，非対角要素を推定した場合，0 行列に固定した場合の双方においてΓ1, Λψ
等の未知パラメータを推定し，AGFI[2]に基づいて比較した結果，0 行列に固定した方が良好な
適合度が得られた．そこで，表 4-1には B1を 0行列に固定した場合の推定結果を示した．また，
睡眠，休息の評価値を 1および 5と回答した個人数，および，趣味・娯楽の評価値を 1と回答
した個人がそれぞれ少なく，しきい値α and/or α4を推定することが困難であったため，評価値 1 















































年齢 性別 学歴 収入 車で通勤家族人数 保有車数 配偶者数 親人数 子供人数 重相関係数
η_out -0.45 -0.17 0.049 0.086 -0.064 0.023 0.072 -0.14 0.029 0.22
[-16.31] [-6.82] [2.52] [3.16] [-3.46] [2.19] [3.06] [-5.17] [1.70]
η_home -0.37 -0.06 0.055 0.127 -0.078 0.042 0.049 -0.15 0.14












   η_out    η_home     重相関係数　　　  α１　　   α2　　   α3　　  α4
                                 　　　　　
睡眠      1.00     0.77　        -2.14     -0.55
　
休息      1.10     0.93　        -2.37     -0.14
                 [57.83] 　
交際・訪問   1.00         0.75　    -1.96    -1.34     -0.26 　0.66
日常的な買い物   0.97　     0.70　    -2.08    -1.41     -0.25 　0.74
              [42.98]
娯楽としての買い物  1.14　     0.98　    -2.24    -1.90     -0.76   0.22
              [38.44]
食事                   1.13     0.98　    -2.91    -2.10     -0.91 -0.044
                  [66.52]
趣味・娯楽         -0.33　　 1.38     0.91　        -2.69     -1.28　　-0.12
              [-2.70] 　[11.14]
移動                   -0.30   　0.067    -1.27　  -0.49      0.96 　1.64
                  [-7.30]
通勤・通学             -0.87   　0.59　    -1.04 　 -0.38      1.14 　1.75













































N _ trip  ：勤務終了後から最初に帰宅するまでに行ったトリップ回数． 




N _ out  ：帰宅してから就寝までに自宅から外出した回数． 
D_ home ：帰宅してから就寝までに自宅にいた時間の総和． 
 
















































































































































































 (4-7)  
 






5 ：内生変数である N_trip, D_out, D_ncommute, N_out, D_homeのそれぞれに対応す
る潜在変数 











z* ：zm*(m=1, 2, ... , 5)を要素とする潜在変数ベクトル 
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x2 ：個人属性・選好水準・勤務条件等の外生変数ベクトル 
ς   ：誤差項ベクトル 
B2, Γ2 ：未知パラメータ行列 
 
 以上の定式化に基づき，重み付最小二乗法で推定した[2]結果を表 4-3に示す．また，生活時




 はじめに，表 4-3と表 4-4における外生変数の係数パラメータに着目すると，表 4-3では有意
であったパラメータが，表 4-4では有意でなく，0.0に固定されたパラメータがいくつか挙げら
れる．また，N_trip，N_outの重相関係数は，表 4-4ではそれぞれ 0.11，0.35と小さな値となっ
ている一方，表 4-3ではそれぞれ 0.27，0.68 と大きくなっていることが分かる．すなわち，生
活時間利用と交通発生指標間との相互作用を考慮した交通発生モデルを構築することで，個人
間の交通発生量の分布を説明する能力が大きく向上することが分かった． 





3 つの変数の誤差項間に強い正の共分散が推定された．特に N_trip と D_out の誤差相関は，相
関係数が 0．81 と極めて強いものとなった．これは，各々の変数が「帰宅前の自由活動」とい
う一つの事柄に対して，異なった視点から設定された複数の指標であるためである．一方，帰









cov(, ) 0.64=1 2ζ ζN_tripとD_outの誤差項の共分散
cov(2, 3 ) 0.53ζ ζ =D_outとD_ncommuteの誤差項の共分散
cov(4, 5 ) 0.28ζ ζ = −N_outとD_homeの誤差項の共分散




































　　　　   による推定結果
N_trip D_out D_ncommute N_out D_home
通勤時間 - -0.11 -0.065 -0.38 -0.25
[-3.75] [-2.16] [-17.98] [-11.07]
仕事開始時刻 0.023 0.078 - -  0.10
[2.02] [3.28] [4.50]
仕事終了時刻 -0.49 -0.37 -0.29 -0.69 -0.89
[-8.09] [-10.01] [-7.42] [-6.72] [-39.99]
フレックス制 0.21 0.12 0.074 - -
[9.94] [3.33] [2.18]
残業時間 - - - -0.089 -
[-6.88]
年齢 -0.11 - - - -
[-4.43] 　
通勤で車使用　　　-0.0044 - 0.071 -0.055
[1.51] [4.30] [-2.26]
職場飲食店数 - 0.062 - - -
[2.28]
η_out - - 0.071 0.40 -
[2.11] [6.55] 　　
η_home - - - -0.17 0.072
[-3.19] [3.10]　
N_trip - -  - -0.62 -
[-6.22]
D_out - - - - -0.37
[-6.7]
D_ncommute - - - - -0.059
[-1.62]
N_out - - - - -
　





























































 なお，通勤時間が10 分短縮された場合，勤務終了後に自由に使える時間が 10 分増加したも
のと解釈できる．そこで，図 4-2に通勤時間の短縮によって余った 10分が配分される活動の割






は 0.012 回（約 3 割）平均的に増加することとなる．これは，通勤時間が短縮し，生活の自由
度が向上したことによって，潜在的な交通需要が誘発されたものと解釈できる． 
 
表 4-5 就業者行動モデルの感度分析（通勤時間） 
通勤時間  変化なし  　片道10分短縮（変化量）
帰宅前宅外活動時間（分）  25.56  27.44（+1.88）
帰宅前通勤以外活動時間（分）  6.78  7.14（+0.36）
帰宅後外出回数（回）  0.03  0.04（+0.01）




D home  
 
表 4-6 就業者行動時間の感度分析（勤務時間帯） 
勤務時間帯  変化なし  1時間早める（変化量）
帰宅前目的トリップ数（回）  1.08  1.13（+0.05）
帰宅前宅外活動時間（分）  25.56  32.13（+6.57）
帰宅前通勤以外活動時間（分）  6.78  9.14（+2.36）
帰宅後外出回数（回）  0.03  0.04（+0.01）























表 4-6に示す．勤務時間帯を 1 時間早めた場合，帰宅前のトリップ数，および帰宅後の外出回
数は，それぞれ 0.05回，0.01回づつ増加することとなる．これは，通勤時間の短縮によって予
測されたことと同様に，潜在的な交通需要が誘発されたものと解釈できる．また，活動時間に

























































 構造方程式   ζξηη +Γ+= #B  (a) 
 測定方程式    eKx +Λ+= ξη  (b) 
  
 ここに， η: 内生潜在変数ベクトル 
  ξ: 外生潜在変数ベクトル 
  x: 観測変数ベクトル 
  ζ, e: 多変量正規分布に従う誤差項ベクトル 





  各変数を標準化し，かつ，ξ，ζ，e は互いに独立であり，逆行列 B=(I-B#)-1が存在する，
と仮定すると，式(a)(b)から，以下を導くことができる． 
   ( ) ( ) ∆+Ψ+Λ+ΓΦΛ+Γ=Σ ｩｩｩ KBKBKBKBx  (c)  
 
 ここに， Σx: xの分散共分散行列 
  Φ: ξの分散共分散行列 
  Ψ: ζの分散共分散行列 
















指標として GFI が挙げられる．GFI は，構成したモデルが標本共分散行列を説明する割合
を示すものであり，0.0～1.0までの値を取る．ただし，GFIは推定パラメータ数を増加させ
た場合，1.0 に近づく性質がある．AGFI は，GFI のこの性質を改善した資料であり，推定
パラメータ数に依存しない適合度指標である5）． 
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  活動：開始時刻，終了時刻，活動内容，活動場所 




























































































図 5-2 自由時間帯における意思決定時点とその対象時間帯 
 






















図 5-3に示したような仮想個人のある自由時間帯 j における意思決定の過程を示した．なお，
図 5-3において，kは対象とする自由時間帯に含まれる意思決定時点番号を意味する．そして，
































































































































































































外出選択レベル 自由活動選択レベル  






















これを ProbLとした．また，選択肢集合に関しては，上述の ProbLが 10%を下回った活動の選
択肢を削除するという方法で特定化した． 
 以上の前提に基づいて，段階推定法[2]を用いて行ったそれぞれのレベルの推定結果を，表 5-5，






































を 0 に固定した．ただし，6 つの宅外自由活動の選択肢は，それぞれ異なった活動であること
から，ログサム変数の係数を推定し，それぞれの選択肢の誤差項間の共分散を推定することと





























































































( )P krecn  ：個人 nが場所 kを自由活動場所として認識する確率 
B ：パラメータベクトル 





 以上の前提に基づいて，表 5-12に定義した外生変数を用いて推定した結果を，表 5-13に示






































 ここでは，生活行動を不備なく回答した 437 人のダイアリーデータから得られた生活行動の
実測値に基づいてシミュレーションを検定した結果について述べる． 




































総移動時間 133.06分 125.22分 1.44 0.68
総在宅自由時間 240.77分 267.35分 -2.45 0.70
総宅外自由時間 83.89分 66.46分 2.79 0.51











5.5  シミュレーションモデルの適用 
 
 本シミュレーションを用いて，表 5-15に示す仮想的な個人の仕事終了時刻 17 時から，就寝
時刻 22時までの 5時間にわたる自由時間帯における生活行動の軌跡を， 
 
基本ケース) 生活環境に変化なし， 
ケース 1) 仕事終了時刻が 18時になる， 
ケース 2) 自動車通勤時間が 30分短くなる， 

























表 5-16 仮想個人の生活行動の再現結果 





基本ケース 39回 53回 1回 7回 132.8分 101.6分 65.5分
ケース1 62回 26回 6回 6回 85.6分 125.2分 29.3分
ケース2 36回 38回 3回 23回 49.9分 171.6分 78.5分
ケース3 32回 45回 2回 21回 84.4分 151.0分 64.6分 
 































































































た場所 k’から地域 kに移動する時間と，地域 k’から直接次の固定場所に移動する際の移
動時間の差，IncT，を，目的地の魅力度を表す指標として，地域 kのサービス事業所数，Serve，
を考えた． 
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and Ben-Akiva4），Recker et al.5），6），河上ら7）等が生活パターンの離散選択モデルを構築してお
り，離散選択問題と連続選択問題とを取り扱う行動モデルが別個に構築されている例が多い．
両者を融合したモデルの枠組みとしては離散-連続モデルの枠組みが適当であるものと考えら



























それを n個，交通機関のそれを l個と考えるだけでも，選択肢の数は， 
 























































































































して，時刻 Tsiから時刻 Teiまでの生活効用を以下のように定式化した． 
 




Ui ：個人 iの時刻 Tsiから時刻 Teiまでの生活パターンの生活効用 
UCi ：個人 iが時刻 Tsiから時刻 Teiまでの時間資源から生産した活動サービスを消費する
ことで得る効用 
















k ：活動番号（k=1, 2, .... K） 
UAik ：個人 iが活動 kを実行したことで得た効用 
 
 ここで，活動kの効用 UAikを，限界効用関数を用いて定式化すると，以下となる． 
 









MUik(•) ：個人 i，活動内容 kについての限界効用関数 
TDik ：個人 iの活動 kの活動時間 
 
 一般に，限界効用は財の消費量（= 経過時間 t），その財の種類（= 活動内容 k），および
消費者（= 個人 i）によって異なった値となると考え，MUik(•)を以下のように定式化した． 
 




 aik ：個人 iと活動 kに固有の係数 
 fk(•) ：活動内容 kに固有の関数 
 
なお，係数 aikは，個人 iの個人属性と，活動 kの属性に影響を受けるものと考える．ここで， 
 






















 一方，式（6-1）の UEiを以下のように定式化する． 
 




Xi ：個人 iの実行する生活パターンの属性についてのベクトル 
εi ：誤差項 
 

























































 ( )Kilililil TDTDTDU ,2,1, ,.....,,  → max （6-10） 
 S.T. ∑=
k




Uil(･) ：個人 iの活動連鎖パターン lの生活効用関数（式（6-9）に定式化した生活効用関数
を，活動時間の関数として表記したもの） 
TDil,k ：個人 iの活動連鎖パターン lの活動 jの活動時間 
FTDil ：個人 iの活動連鎖パターン lで利用可能な総自由時間 
 












,2,1, ,.....,,   kli ,,∀  （6-12） 
 
この式（6-12）と式（6-11）の双方を用いて，TDil,k（ kli ,,∀ ）を解くことで，それぞれの活動
 86
連鎖パターンについて，最適な時間配分を算定することができる．以下，個々の活動連鎖パタ
ーンについて算定される最適な配分時間を，TDil,k*（ kli ,,∀ ）と表記する． 
 さて，ここで，式（6-5），（6-9）に活動連鎖パターンのついての引数 l を導入したものに，
以上の様にして求めた TDil,k*を代入すると，以下の式となる． 
 
 ( ) ( ){ } ililK
k









と考えると，個人 iが活動連鎖パターン lを選択する確率 Pi(l)は， 
 
 ( )
( ) ( ){ }













































































































































































































前提に基づいて，表 6-3に示す 7つの実験を計画した． 
 


























































































































































（2） 式（6-3）で定義したある限界効用関数 MUik(•) （すなわち，式（6-4）で定義した
活動 kについて固有の関数 fk(•)，ならびに，ある個人 i，ある活動 kについて固有な
係数 aik） 








「在宅」の場合，k = 1 
「宅外自由活動」の場合，k = 2 
「移動」の場合，k = 3 





 在宅の場合； ( ) ( )
1
1
1111 +== tatfatMU iii  （6-16） 
 宅外自由活動の場合； ( ) ( )
1
1
2222 +== tatfatMU iii  （6-17） 
 仕事の場合； ( ) ( ) 3333 iii atfatMU ==  （6-18） 
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の場合には，個人 i，活動 kの限界効用は正となり，したがって，個人 iは活動 kを好ましい活









 kikik aa += WA  （6-21） 




 ωim ：個人 iの活動 m（表 6-3に示した選好水準評価値を得た際の活動分類に従う）に
対する選好水準 
 Wi ：ωimを要素とする個人 iの選好水準ベクトル 
 Ak ：活動内容 kに固有のパラメータベクトル 










 Zi ：個人 iの属性ベクトル 
 G, Γ ：パラメー タ行列 



















































 xi,in ：帰宅時刻に関する Xiの要素 

























 ( ) ( ){ } ( )1lnΕΓ-Ι 1111 +++= − iiii DaU ZGA  （6-27） 
( ) ( ){ } ( )
( ) ( ){ }




















































































































































































 += ∧∧ iiiii DaDaU WAWA  （6-31） 
























 ここで，以下の超(横)ベクトル P，Yiを， 
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 ( )BAAAA ,,,,,,,, 43214321 aaaaP =  （6-32） 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 





































 Yil ：個人 iの生活パターンの選択肢 lに関する外生変数ベクトル 





用を与える選択肢から順に 1 から順位を付けるものと仮定し，個人 i が特定の選好順位の組み
合わせを回答する確率は， 
  
 ( ) ( )( )



























 L ：SP実験における選択肢数 
 Ril ：個人 iが回答した選択肢 lの選好順位（1以上，L以下の整数） 
 Tn ：Ri1～RiLに規定される選好順位が nである選択肢番号（すなわち，Ril = nの場合，
Tnを lと定義する） 
 ( )iLilii RRRRP ,,....,...,, 11 ：個人 iの選択肢 1の選好順位が Ri1，選択肢 2の選好順位が Ri2，....，
選択肢 Lの選好順位が RiLである同時確率 
 
 そして以下のように尤度関数LFを定式化し，これを最大化することでパラメータ P，すなわ












 Ril* ：個人 i(i=1, 2,......, I)が実際に回答した選択肢 lの選好順位 
 











表 6-7 ランクロジットモデルに基づくパラメータベクトル Pの推定結果 
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変数 推定値 t値 備考
ln(TD i1 +1) 1.62 9.33 TD i1：在宅時間
　ω TV ×ln(TD i1 +1) -0.02 -0.45 　ω TV：テレビの選好水準
　ω read ×ln(TD i1 +1) 0.11 1.99 　ω read：読書の選好水準
ln(TD i2 +1) 0.67 6.85 TD i2：宅外自由時間
　ω social ×ln(TD i2 +1) 0.08 1.36 　ω social ×ln(TD i2 +1)
　ω rshop ×ln(TD i2 +1) 0.14 2.47 　ω rshop ×ln(TD i2 +1)
TD i3 -0.28 -8.51 TD i3：仕事時間
　ω work ×TD i3 0.03 2.02 　ω work：仕事についての選好水準
-0.13 -8.49 TD i4：移動時間
x i,out -1.46 -17.77 外出時刻について
x i,in -0.5 -5.57 帰宅時刻について



















































政策 1 職場－商業施設間の移動時間を 15分短縮 








図 6-3 仮想就業者の通勤地域におけるネットワーク 
 
表 6-7 交通政策の個人に対する仮想影響分析結果 
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　政策なし 　  政策1 　  政策2
直帰 寄り道 直帰 寄り道 直帰 寄り道
宅外自由時間 0 0.903 0 0.975 0 0.903
移動時間 2 2.5 2 2.25 1.75 2.375
在宅時間 6 4.597 6 4.775 6.25 4.722
帰宅時刻 19:00 20:24 19:00 20:14 18:53 20:24
選択確率 0.527 0.473 0.488 0.512 0.550 0.450
確定生活効用 0.444 0.335 0.444 0.493 0.558 0.357

















 表 6-7より，政策 1 を実行することで，寄り道した場合に，15 分間の移動時間が短縮され，




した合計 6 つの生活パターン（政策なし，政策 1，政策 2 の 3 つの状況下において，生活パタ




















































活パターンを検出する，という「段階 2）→段階 1）→段階 3）」という意思決定過程も考
えられ無くはない．あるいは，個人は 5 分以下，あるいは 1 分以下の活動時間の識別は行
っていないものと考えて，時間を離散化し，活動時間の決定も含めて全て離散選択モデル
の枠組みで効用最大化を達成する，という「段階 1）→段階 3）」という 2段階の意思決定
過程も考えられる．しかし，本文に示した「段階 1）→段階 2）→段階 3）」という 3段階
の意思決定過程は，段階 2）→段階 1）→段階 3）の 3 段階の意思決定過程や段階 1）→段
階3）という2段階の意思決定過程と同じ生活パターンを検出することになる（当然ながら，







( ) ililiiil TTDKTDtsteFTD −−−=  
 











































[4] 実験 1から得られた SPデータを用い，オーダードロジットモデル25）に基づいてパラメータ
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第二章で概観したように，Kitamura4，Supernak5），Kraan6），Kitamura et al.7），Jara-Diaz8），Adler 











































  活動：開始時刻，終了時刻，活動内容，活動場所 


















































図7-1 PCATS-RUM の入出力 
 









































































           OBJ.  ( )SnU  →  max （7-1） 















移動の連鎖で表現されるものと考える．そして，活動 l（l =1, 2, ...., L）は，活動内容 dl，活動場
 122










































dl ：活動 lの内容 
zl ：活動 lの場所 
tl ：活動 lの開始時刻 
d ：活動 1から活動 Lまでの活動内容順列を表すベクトル 
z ：活動 1から活動 Lまでの活動場所順列を表すベクトル 






動 lの活動時間は tl＋1から tlを差し引くことで求められるので，ベクトル tには活動時刻につい
ての情報だけでなく，活動時間についての情報も含まれる． 

























































( )P krecn  ：個人 nが場所 kを自由活動場所として認識する確率 
B ：パラメータベクトル 
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+= βα  （7-5） 
ここに， 
 
i(S) ：行列 Sで表現される生活パターンにおける，宅外自由活動の番号（= 1, 2, 3,...., I(S)） 
j(S) ：行列 Sで表現される生活パターンにおける，在宅の番号（ = 1, 2, 3,...., J(S)） 
DPi(S) ：宅外自由活動 i(S)の実行時間 
DHj(S) ：在宅活動 j(S)の実行時間 
( )
n
i Sα  ：個人 n，および，宅外自由活動 i(S)に固有の係数 
( )
n





 この式（7-5）における係数 ( )
n




 ( ) ( ) ( )( )ninini SSS AX εα += exp  （7-6） 





























SZ  ：個人 n，および行列 Sで表現される生活パターンに固有の変数ベクトル 
n




 ( ) ( ) ( )( )
( )
( )
( )( ) ( ) ( )( )
( )
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A, Bについての尤度関数を誘導し，これを最大化することでパラメータ A, Bを推定する．そし
 127
























 ( )SnU →  max （7-10） 
 
 S.T. d = d* （7-11a） 
 z = z* （7-11b） 
 プリズム制約 （7-11c） 
 交通機関制約 （7-11d） 

































n DHDHDHDPDPDPU →  max （7-12） 
 














DH  ：活動内容順列ベクトルが d*であり，かつ，活動場所順列ベクトルが z*で
ある生活パターンにおける，j番目の在宅の実行時間 



































































































































活動の活動時間 ( )*SiDP ( )*SjDH は式（7-13）を満たしている．また， 
 
 ( ) ( )***, SzdS jj =  （7-14a） 










































































































































































































































































εεπ  （7-18b） 
 
である． 
 ここで，本章では， nj 
*S
π ， ni  *S
π がいずれも平均 0，分散σ2の独立な正規分布に従うと仮定し









在宅種 1 ：起床直後の在宅自由活動 














 父 ：子と同居している男性 
 母 ：子と同居している女性 
 子 ：父あるいは母と同居している人 
 ひとり ：同居者なし 






















getup 1：その在宅活動が起床直後の在宅自由活動（在宅種 1）のとき， 
 0：そうでないとき 
sleep 1：その在宅活動が就寝直前の在宅自由活動（在宅種 2）のとき， 











 0：そうでないとき                       
ostart2 1：宅外自由活動で開始時刻が，16時以降のとき 
 0：そうでないとき                       



















































































hhtime2 -2.80E-06 -2.01 
Sample Size =722, σ2 = 1.72, R2 = 0.21  
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 この推定計算を行うにあたって，誤差項 ( )
n
i Sε ， ( )nj Sε の分布を考慮した上で尤度関数を定式化
するためには，在宅活動数と宅外自由活動数を加えた数に等しいだけの多重積分が必要となる．
個人によっては，一つの自由時間帯の中で 5 つや 6 つ，あるいはそれ以上の宅外自由活動や在
宅活動を行っていることは十分考えられ，したがって，誤差項 ( )
n
i Sε ， ( )nj Sε の分布を考慮した上
でパラメータを推定することは極めて困難であることが考えられる．そこで本章では，
Instrumental Variablesの考え方14)を用いて，既に（2）で得られているパラメータ A, B，ならび
に誤差項の分散σ2の推定値を用いて，個人 nのある生活パターン Sの活動サービスに伴う効用
の総和 ( )SnUC の期待値を式（7-19）より求め，これを用いて式（7-20）の尤度関数を定式化し，
これを最大化することでパラメータΓを推定することとした． 
 
 ( ) ( )
( )
( )









































( )SnUC  ：生活パターン Sの活動サービスに伴う効用の総和 ( )SnUC の期待値 
2






































Ω'n ：個人 nが実行可能な生活パターン集合Ωnの部分集合 
k ：生活パターン選択肢のラベル 
α ：パラメータ 













こととした[7]．ここでは各個人について 10 個の生活パターンを PCATS を用いて生成し，これ
に，その個人が実際に実行し，ダイアリーデータで観測されている観測生活パターンを加えた
11個の生活パターンで構成される集合をΩ'nとした． 












 以上の前提に基づいて推定計算を行った結果を表 7-4に示す．なお，表 7-4に示した変数以
外にも，各代替生活パターンに含まれる全てのトリップを,出発地，目的地，および交通機関の
組み合わせによって分類し（以下，これをトリップ種別と呼ぶ），それぞれについてトリップ





表7-3  活動サービスの消費に伴わない効用についての説明変数 



















合 1，それ以外 0 
Bicycle-FixFlex ：自転車を利用した，宅外固定活動から宅外自由活動へのトリップを含む場






合 1，それ以外 0 
Bicycle-FixFix ：自転車を利用した，宅外固定活動から宅外固定活動へのトリップを含む場
合 1，それ以外 0 
・ 各トリップについて代表交通機関を，以下の優先順位に基づいて一つづつ定義した． 






























































































































st(k) ：対象とする自由時間帯における k番目の活動の開始時刻（k=1, 2, ...., K） 
co(k) ：対象とする自由時間帯における k番目の活動の内容（k=1, 2, ...., K） 
pl(k) ：対象とする自由時間帯における k番目の活動の場所（k=1, 2, ...., K） 
mo(k) ：対象とする自由時間帯における k番目の活動の直前のトリップでの交通機関（k=1, 
2, ...., K） 
act(k) ：st(k)，co(k)，pl(k)，mo(k)を要素とするベクトル（ ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )kmokplkcokstkact ,,,= ） 
( )TS kstS  ：対象とする自由時間帯の開始時刻 TSから，その自由時間帯で k番目に実行す
る活動の開始時刻までの時間帯における生活パターン 





S  ：k番目の活動の開始時刻，内容，場所がそれぞれ st(k)，co(k)，pl(k)，であり，
かつ，k番目の活動の直前のトリップの交通機関が mo(k)であるという条件の
下で，すなわち，ベクトル act(k)の要素が固定されているという条件の下で，
最大の ( )( )TSkstnU S を与える生活パターン ( )TS kstS  
 





























( ) ( )
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たがって，act(k-1) = act(0)は固定されたものであるため，k = 1の場合に最適化計算は不要であ
る． 






































































ケース 1) 仕事終了時刻が 18時になる． 
ケース 2) 自動車通勤時間が 30分短くなる． 













































基本ケース 21回 49回 30回 0回 89.9分 133.2分 76.9分
ケース1 28回 55回 17回 0回 75.9分 107.2分 56.9分
ケース2 18回 48回 32回 2回 72.5分 132.5分 95.0分
ケース3 17回 66回 15回 2回 78.2分 126.6分 95.2分 
 
表7-7 PCATSによる仮想個人の生活行動の再現結果**  





基本ケース 39回 53回 1回 7回 132.8分 101.6分 65.5分
ケース1 62回 26回 6回 6回 85.6分 125.2分 29.3分
ケース2 36回 38回 3回 23回 49.9分 171.6分 78.5分
























































な減少量となっている．ここで，ケース 2 では通勤時間が 30 分減少していることを考えると，
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PCATS-RUMでは平均的に通勤以外に費やす移動時間が 13分（30分-17分）増加するという結





















 ここで，ケース1，ケース 2の計算結果に共通して伺えるのは，PCATS-RUMよりも PCATS



































































































では 101.6分にしか過ぎない一方で，PCATS-RUMでは 133.2分と約 30分の差異が存在する．























れる．終業時間が 1 時間遅くなるケース 1 では，いずれのシミュレータも直帰頻度が増加する
という結果を示しているが，PCATSのその増加率は PCATS-RUMのそれの約 2倍となった．そ
の結果，PCATS-RUM では移動時間平均が約 14 分減少するという結果となったが，PCATS で


































ーション Sun Spark 5上でれぞれのケースで一人の個人の生活パターンを 100回を計算するのに，












































































 プリズム制約 条件① 
 交通機関制約 条件② 
 目的地認知制約 条件③ 
 の 3つを満たす生活パターン集合である．ここで，観測生活パターンを含む部分集合W'と
して，「d = d*，z = z*」なる 2つの条件を満たす，という条件を満たす全ての生活パターン
で構成されるものを考える．すなわち，集合W'は，上記の条件①，②，③に加えて， 
 d = d* 条件④ 
 z = z* 条件⑤ 
 の 5つの条件を満たす生活パターン集合である．なお，ベクトル d*，z*はそれぞれ観測生活
パターンの活動内容順列ベクトル，活動場所順列ベクトルであるため，条件④，条件⑤の 2
つの条件より，集合W'には必ず観測生活パターンが含まれることとなる． 




 ( )SnU →  max  
 
 S.T. d = d*  
 z = z*  
 プリズム制約  
 交通機関制約  
 目的地認知制約  
 
[2] この命題は，以下の①，②，③，④より導くことができる． 






































[4] ある行列 S を持つ生活パターンにおける宅外自由活動の順番 i，および，在宅活動の順番 j
は，その行列 Sの行ベクトルである活動内容順列ベクトル dのみに依存する．したがって，




[5] 誤差項， nj  *S










ε が含まれることによる nj  *S






mにおける宅外自由活動数を I(m)，その個人の自由時間帯 mにおける在宅活動数を J(m)，
とすると，以下の式で表される． 
( ) ( )( )∑ −+M
m














































④ 以下の 2つの時刻に挟まれない st(k)を act(k)を削除する（プリズム制約の考慮）． 
・st(k-1) + ODT(pl(k-1), pl(k), mo(k)) (G-1) 
・st(K+1) - ODT(pl(k), pl(K+1), mo*(k)) (G-2) 





が小さな値となるような pl(k)と mo(k)の組み合わせを含む act(k)を削除する（プリズ
ム制約の考慮）． 
⑥ 式（7-3）を用いたモンテカルロシミュレーション実行した結果，非認知となった場
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Uin ：個人 nの生活パターン iの生活効用 


















EUn ：個人 nの期待生活効用 




































n VDTCPEU expln  （8-3） 
ここに， 
 
Cn ：個人 nが実行することが不可能ではない生活パターン選択肢の全集合 
Djn ：集合 Cnの部分集合 j 










約 1.26×1028という天文学的な数字となっている．第七章で構築した PCATS-RUM では，この
ような膨大な選択肢集合から効率的に最適生活パターンを検出する方法論として動的計画法を
用いているが，それでも 1 個人の 5 時間の生活パターンを再現するだけでもワークステーショ




















 さて，式（8-3）を用いて期待生活効用を算定するために必要とされる情報は，集合 Cn とそ




































































dl ：活動 lの内容 
zl ：活動 lの場所 
tl ：活動 lの開始時刻 
d ：活動 1から活動 Lまでの活動内容順列を表すベクトル 
z ：活動 1から活動 Lまでの活動場所順列を表すベクトル 


































































( )P krecn  ：個人 nが場所 kを自由活動場所として認識する確率 
B ：パラメータベクトル 




外生変数 Wnkとしては，現在場所から目的地 k を経由して次の固定活動場所に移動する際の所
要時間と直接次の固定活動場所に移動する際の所要時間との差，および，地域 k のサービス事
業所数を用いた．また，各未知パラメータ値としては，5.3.3で述べたものをそのまま用いた． 
 ここで，この確率を用いると，ある生活パターンi が個人 n の選択肢集合 TCnに含まれる確

















SZni ：個人 nの活動パターン iに含まれる自由活動場所集合 
 
と定式化される． 
 さらに，個人nについてある選択肢集合 Djnが形成される確率，すなわち，個人 nの集合 TCn
に Djn が一致する確率 ( )nnj TCDP = は，式（8-7）に定義したように ( )P iINn を互いに独立であると
考えているため， 
 















































率 ( )P krecn を個々の個人について式（8-6）に基づいて算定する．なお，対象地域としては京
阪神地域の市区町村 174地域とした． 
4） 個人の生活パターン選択肢集合 TCnには，必ず連鎖パターン 1, 2, 3が含まれるものと考え，
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Dn ：8.3.1で述べた手順で設定した個人 nの選択肢集合 














==  （8-10） 
 
なお，P(Dn = TCn)は式（8-8）で定義した，選択肢集合 Dnが形成される（すなわち，個人 nの
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STEP A） 式（8-7），式（8-8）より導かれる， 
 







∏Φ BW θ  （8-14） 
 
 なる式に基づいて ( )P jINn を算定する． 
STEP B） 初期条件として，任意の j, kについて， ( ) ( )P j j P k kIN IN= が成立するものとして， 
 
 
( ){ }[ ]

























 なる尤度関数を式（8-11）より導き，これに STEP A）で算定した ( )P jINn を代入し，
パラメータを推定する． 
STEP C） 式（8-13）に基づいて，STEP B）あるいは STEP D）で推定されたパラメータを
用いて，全ての jについて ( )P j j IN を算定する． 




















 以上の前提に基づいて推定した結果を表 8-1に示す．また，表 8-1に示したダミーパラメー
タ推定値と，そのダミー変数の活動時間カテゴリーの中央値との対応関係を示したものを図8-1





















































































Sample Size = 2,179   （）内は変数名 
L(C) = -1083.53 L(B) = -682.00 














































自由活動時間パラメータの対数回帰曲線（R  = 0.91）
　　　　サービス事業所数が500000～1000000の地域での
自由活動時間パラメータの対数回帰曲線（R  = 0.99）
　　　　サービス事業所数が200000～500000の地域での
自由活動時間パラメータの対数回帰曲線（R  = 0.97）
　　　　サービス事業所数が100～200000の地域での

































































































































Int3 6.88 4.35 
Sample Size = 2,179 
L(C) = -1083.53 L(B) = -610.00 













①仮想個人の設定：上述の 4 地域を居住地，就業地とし，かつ，勤務時間帯を 9 時から 17
時である 16人の仮想的な個人を設定する．  
②選択肢集合の特定：各個人について，①で特定した固定活動スケジュールを与件として，
8.2.2で述べた方法を用いて集合 Cnを特定する．そして，集合 Cn内の全ての活動連鎖パ
ターンについて，式（8-6）に基づいて ( )P krecn を算定する．さらに，集合 Cnの全ての部












































京都市 枚方市 藤井寺市 大阪市
勤 京都市 0.099 -0. 188 -0. 132 0.018
務 枚方市 -0.010 0.014 -0. 107 0.032
地藤井寺市 -0. 106 -0.225 0.017 0.035




京都市 枚方市 藤井寺市 大阪市
勤 京都市 1 3 4 4
務 枚方市 2 1 3 3
地藤井寺市 4 4 1 2





京都市 枚方市 藤井寺市 大阪市
勤 京都市 2 15 13 5
務 枚方市 8 7 12 4
地藤井寺市 11 16 6 3
大阪市 9 14 10 1  
 













































































[2] いま，選択肢集合に不確実性が存在する場合に，推定時に分析者が個人 n について選択肢
集合 Dn を設定して，推定計算を行う場合を考える．この場合，この個人 n が選択肢集合
Dnを形成しており，かつ，実際に選択した選択肢 inが選択される同時確率 P(in,Dn)は，以下
のように定式化できる． 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )P i D P D i P i P D P i Dn n n n n n n n, = ⋅ = ⋅  （H-1） 
P(in) ：個人 nが選択肢 inを選択する確率 
P(Dn|in) ：個人 n が選択肢 inを選択するという条件のもとで選択肢集合 Dnが形成される
条件付き確率 
P(Dn) ：個人 nが選択肢集合を Dn形成する確率 
P(in|Dn) ：個人 n が選択肢集合 Dnを形成するという条件のもとで選択肢 inを選択する条
件付き確率 
 この式より， 
( ) ( ) ( )( )P i D P D i P iP Dn n n
n n
n
= ⋅  （H-2） 
 一方， 




∑  （H-3） 
 したがって，（H-2），（H-3）より， 
( ) ( ) ( )( ) ( )P i D
P D i P i









∑  （H-4） 
 ここで，選択肢個人 nの選択肢 jの確定効用を Vin，真の選択肢集合を TCnとすると， 


















( ) ( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
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